
 

 

三監告示第 ２ 号  

 

 

 財政援助団体監査結果に関する報告の公表について 

 

    地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第７項の規定に基づいて 

行った財政援助団体監査について、同条第９項の規定に基づき監査の結果 

を次のとおり公表します。 
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 平成２７年度 財政援助団体監査報告書 

 

１ 監査の目的 

  地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、市が補助金等を交付している団体

等に対し、その補助金等が目的に沿い適正かつ効率的に執行されているか、また、

その補助金等に係る出納その他の事務の執行が適正かつ効率的に行われているか

どうかを主眼に、監査するものである。 

 

２ 監査の対象 

対 象 事 業※ 対 象 団 体 所 管 課 

中心市街地拠点施設運営補助金 協同組合一ノ木戸商店街 経済部 地域経営課 

 ※ H26 年度 12,613 千円（決算額）、H27 年度 13,453 千円（交付決定済額）の当該

補助事業の執行状況の監査 

 

３ 監査期間 平成２７年１２月１７日から平成２８年３月２８日まで 

 

４ 監査実施委員 大久保 秀 男 

         捧   厚 雄 

         下 村 喜 作 

 

５ 監査の方法 

  監査の対象に示した対象事業の執行に関し、抽出した諸帳簿等関係書類を検査す

るとともに、関係職員から説明を聴取した。 

 

６ 監査の着眼点 

 (1) 所管課関係 

・ 補助金の決定は法令等に適合しているか。 

・ 補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。また、公益上の必要性 

は十分か。 

・ 補助金に関する条件の内容は明確か。 

・ 補助金の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正か。 

・ 補助金の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされているか。 

・ 補助金交付団体への指導監督は適切に行われているか。 

・ 補助金の交付目的や効果等から判断して、統合、廃止等の見直しをする必要 

のあるものはないか。 
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 (2) 財政援助団体関係 

・ 事業計画書、予算書及び決算諸表等と所管課へ提出した補助金の交付申請書、

実績報告書等は符合するか。 

・ 補助金交付申請書の提出及び補助金の請求、受領は適時に行われているか。 

・ 事業は、計画及び交付条件に従って実施されているか。また、補助金が補助

対象事業以外に流用されていないか。 

・ 出納関係帳票の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類の整備、保

存は適切か。 

・ 補助金に係る収支の会計経理は適正か。 

・ 会計処理上の責任体制は確立されているか。 

・ 精算報告は適正に行われているか。また、精算に伴う返還金の返還時期は適

切か。 

 

７ 財政援助団体の概要              (平成 27 年 11 月 30 日現在) 

所  在  地 三条市仲之町２番 16 号 

設 立 年 月 日 昭和 27 年４月１日 

基 本 財 産 額 9,949,502 円 

設 立 目 的 

組合員の相互扶助の精神に基づき、組合員のために必要な

共同事業を行い、もって組合員の自主的な経済活動を促進し、

かつ、その経済的地位の向上を図ることを目的とする。 

事 業 内 容 

・組合員の取扱品の共同購買 

・組合員のためにする共同売出し 

・組合員の取扱品の共同宣伝 

・組合員の取扱品についての商品券の発行 

・組合員の事業に関する調査・研究 

・組合員に対する事業資金の貸付け及び組合員のためにする

その借入 

・組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事

業に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供 

・組合員の福利厚生に関する事業 

組    織 

・役員 14 人：理事長 1人､副理事長 1人､専務理事 1人､ 

理事 9人、監事 2人 

・職員  5 人：事務局職員 1人、まちなか応援マネージャー 

1 人、臨時職員 2人、パート職員 1人 
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８ 財政援助団体の収支状況 

   協同組合一ノ木戸商店街が取り組む中心市街地拠点施設「みんくる」運営事業に

平成２６年度は１２,６１３千円を補助金として交付し、平成２７年度は１３,４５

３千円の補助金交付の決定を行っている。 

表１ 

（収 入）                          (単位：円) 

項 目 
平成 26 年度 平成 27 年度 

予算額 決算額 決算－予算 予算額 

売上等事業収益 684,800 2,352,100 1,667,300 652,100 

アーケード事業収入 1,400,000 1,372,000 △  28,000 1,400,000 

まちなか事業収入 14,893,000 14,684,816 △ 208,184 15,283,000 

 
補助金 12,613,000 12,613,000 0 13,453,000 

利用料ほか 2,280,000 2,071,816 △ 208,184 1,830,000 

事業区分間繰入金収入 977,875 977,875 0  0 

賦課金等収入 1,580,200 1,603,600 23,400 1,603,600 

事業外収益 736,800 533,405 △ 203,395 718,980 

合  計 20,272,675 21,523,796 1,251,121 19,657,680 

（支 出）                          (単位：円) 

項 目 
平成 26 年度 平成 27年度 

予算額 決算額 決算－予算 予算額 

売上原価 20,000 34,353 14,353 20,000 

委員会事業費 648,000 1,963,344 1,315,344 635,280 

アーケード事業費 850,000 1,124,940 274,940 850,000 

まちなか事業費 14,893,000 14,810,204 △ 82,796 15,283,000 

人件費 770,000 875,697 105,697 870,000 

水道光熱費 510,000 532,395 22,395 530,000 

通信費 100,000 100,898 898 130,000 

消耗品費 80,000 142,554 62,554 100,000 

保守料 100,000 89,585 △ 10,415 100,000 

会議費 250,000 257,525 7,525 200,000 

連合会観光協会費 96,600 96,600 0 96,600 

修繕費 20,000 23,220 3,220 20,000 

広告宣伝費 25,000 24,000 △ 1,000 25,000 

租税公課費 40,000 37,050 △ 2,950 40,000 

保険料 135,000 139,010 4,010 135,000 

減価償却費 280,000 241,344 △ 38,656 240,000 

関係団体負担金 50,000 50,000 0 50,000 

雑費ほか 328,275 47,949 △ 280,326 332,800 

法人税等 1,076,800 233,800 △ 843,000 0 

合  計 20,272,675 20,824,468 551,793 19,657,680 

（収 入）21,523,796 －（支 出）20,824,468 ＝ 699,328（当期純利益） 
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９ 補助対象経費の状況 

  平成２６年度に市が補助金を交付した１２,６１３千円は、補助対象経費に充当

され、その内訳は表２のとおりである。また、平成２７年度交付決定額１３,４５

３千円に対する補助対象予定経費は、表３のとおりである。 

 
表２ みんくるの補助対象経費の状況               (単位：円) 

区  分 

平成 26 年度  

予算額 
決算額 

合 計 
補助対象 
経費 

補助対象外
経 費 

1 人件費 7,533,000 6,985,662 6,985,662 0 

 1 給与手当 5,590,000 5,389,701 5,389,701 0 

2 賞与手当 943,000 648,921 648,921 0 

3 福利厚生費 1,000,000 947,040 947,040 0 

2 みんくる運営事業費 5,501,000 5,979,464 4,652,850 1,326,614 

 1 旅費交通費 0 8,128 8,128 0 

2 消耗品費 1,046,510 471,790 471,790 0 

3 イベント費 500,000 47,882 47,882 0 

4 通信費 374,000 256,087 256,087 0 

5 光熱水費 2,020,000 1,611,606 1,611,606 0 

6 修繕費 0 99,360 99,360 0 

7 広告宣伝費 50,000 303,770 303,770 0 

8 保険料 38,770 149,270 149,270 0 

9 賃借料 977,280 1,029,680 1,029,680 0 

10 委託費 285,840 391,020 391,020 0 

11 仕入 50,000 348,504 0 348,504 

12 支払手数料 10,000 113,508 113,508 0 

13 雑費 10,000 12,149 12,149 0 

14 保守料 0 20,000 20,000 0 

15 リース料 138,600 138,600 138,600 0 

16 事業区分間繰入金支出 0 978,110 0 978,110 

3 まんなか発行事業費 1,107,000 1,124,646 1,124,646 0 

 

1 印刷製本費 799,200 799,200 799,200 0 

2 デザイン費 297,800 316,440 316,440 0 

3 取材費 10,000 6,000 6,000 0 

4 交通費 0 3,006 3,006 0 

4 108appy 事業費 752,000 720,432 720,432 0 

 
1 コーディネーター委託料                                       720,000 720,000 720,000 0 

2 手数料 32,000 432 432 0 

合   計 14,893,000 14,810,204 13,483,590 1,326,614 
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表３ みんくるの補助対象予定経費の状況              (単位：円) 

区  分 
平成 27 年度予算額 

合 計 
補助対象 
予定経費 

補助対象外 
予 定 経 費 

1 人件費 8,133,000 8,133,000 0 

 

1 給与手当 6,201,400 6,201,400 0 

2 賞与手当 908,500 908,500 0 

3 福利厚生費 1,023,100 1,023,100 0 

2 みんくる運営事業費 5,688,000 5,588,000 100,000 

 

1 旅費交通費 0 0 0 

2 消耗品費 1,000,000 1,000,000 0 

3 イベント費 0 0 0 

4 通信費 414,000 414,000 0 

5 光熱水費 2,200,000 2,200,000 0 

6 修繕費 0 0 0 

7 広告宣伝費 50,000 50,000 0 

8 保険料 171,650 171,650 0 

9 賃借料 1,202,400 1,202,400 0 

10 委託費 189,960 189,960 0 

11 仕入 100,000 0 100,000 

12 支払手数料 25,000 25,000 0 

13 雑費 176,390 176,390 0 

14 保守料 20,000 20,000 0 

15 リース料 138,600 138,600 0 

16 事業区分間繰入金支出 0 0 0 

3 まんなか発行事業費 1,462,000 1,462,000 0 

 

1 印刷製本費 1,000,000 1,000,000 0 

2 デザイン費 440,000 440,000 0 

3 取材費 10,000 10,000 0 

4 旅費交通費 12,000 12,000 0 

4 108appy 事業費 0 0 0 

 
1 コーディネーター委託料                                       0 0 0 

2 支払手数料 0 0 0 

合   計 15,283,000 15,183,000 100,000 
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10 監査の結果 

  監査の着眼点に基づき所管課及び対象団体の対象事業に関する監査をした結果、

次のとおり改善を要する事項等が見受けられた。 

 (1) 所管課関係 

    対象事業を実施するにあたり、三条市補助金等交付規則に基づき事務を行っ

ているとしているが、市として補助目的、補助対象経費、補助率等を明確にし

たものが存在していないため、補助金交付要綱等を制定し、交付すべきと考え

るので検討されたい。 

また、補助金交付申請書、実績報告書に事業内容の記入がなかった。申請書 

や報告書を精査し、不備な点や不足な書類があるときは、団体に確認又は提出

を求め、補助事業の把握に努める必要がある。 

 (2) 対象団体関係 

出納関係帳簿等の記帳や領収書等の証拠書類の整備、保存は適切に管理され、

補助金は適切に執行されているものの、補助金の交付申請書や実績報告書に事

業内容に関する記述がなく、利用申請書の不適切な省略や記入漏れがあった。 

 

11 まとめ 

  今回、監査の対象とした補助事業について、おおむね適正に処理されていたが、

一部において改善を要する事項が見受けられた。 

所管課においては、その改善を要する部分について速やかに検討をするとともに、

対象団体に対する指導・助言を含め、適切な事務事業の執行に努められたい。 

また、対象団体においては、中心市街地の活性化のため御尽力いただいているこ

とに敬意を表するものである。今後、補助事業の実績、事業効果等を検証し、さら

に実効性のある取組を推進されるよう期待するものである。 

 


